












































で、導入促進技術 ･ 制度、政府 ･ 企業 ･ 地域 ･ 消
費者間調整、各国政府の電力政策、といった三つ
の課題群を設定し、対象とした新聞報道（主とし




















Ⅱ . 導入促進技術 ･ 制度をめぐる課題群 1
環境省は 2009 年 2 月に、2030 年までに 2009
年比 5 倍の 7900 万㌗の太陽光発電導入が可能と




た。しかし、約 40 万世帯（2009 年 3 月現在）と
みられる家庭用太陽光発電の普及目標は「20 年


















































原子力 4885  5-6 ○ ◎ 85 年
太陽光 277 49 ◎ ◎
風力 218  10-14 ◎ ◎
地熱 54  8-22 ◎ ◎
水力 4638  8-13 ◎ ○
石油 4345 △ △ 42 年
天然ガス 6157  7-8 ○ ○ 60 年
石炭 3795 ○ △ 122 年
注：表中の◎、○、△は供給安定性と環境適合性につい
ての高～低の程度を表す。
資料：「原発の代替は可能か」（2011 年 5 月 1 日付産経新聞）
より。











くても 10 年に 1 度程度は計量器を交換する必要
があるし、雷などで止まることもある。
2010 年度予算案では、省エネ関連も含めて



































資料：「自然発電 世界レベル」（2010 年 10 月 5 日付読売
新聞）より。
Ⅳ . 各国政府の電力政策をめぐる課題群 3
国際エネルギー機関（IEA）によると、世界
の太陽光発電の能力は 2006 年の 700 万㌔㍗から
















る計画で、日本の電力 10 社は、20 年の目標値を







Ⅴ . 促進 ･ 普及をめぐる難題
太陽光発電事業をめぐる導入促進技術 ･ 制度、























































































通常は出力 1㌔㍗あたり 10 万円で、限度額は住
宅が 35 万円、共同住宅が 100 万円であるが、「中
央区版二酸化炭素排出抑制システムの認証を取得
している場合 ･ 同システムに参加申込をしている
場合」には、出力 1㌔㍗あたり 15 万円で、限度










2009-10 年度で一般住宅は 3 件、事業所は 4 件の
みである 9。後者についても、2010 年度における
実績として、住宅用太陽光発電システムの場合、

















円システムが可能となった。2010 年 1 月からは
個人住宅に 0 円システムを導入した。その他の 3
つのファンドについては、保育園、公民館、民間























相当で月額 1 万 5,500 円、3.3㌗相当で月額 1 万












ステム 1㌗あたり 7 万円であり、国の補助金 1㌗






置には 4㌗ 60 万円掛かるが、市が 15 万円、国が
























年 7 月 29 日現在）している。国や東京都による
助成制度（前者は 1kW 当たり 4 万 8,000 円、後











































































1 「大胆な買い取り制度を」（2009 年 3 月 9 日付朝日新聞）、
「動けぬ企業 政府頼み」（2009 年 3 月 15 日付朝日新聞）、
「賢い送電網 新エコ政策」（2009 年 3 月 16 日付朝日新
聞）、「賢い送電網「スマートグリッド」」（2009 年 4 月
9 日付産経新聞）、「国内に次世代送電網」（2009 年 7 月
4 日付読売新聞）、「太陽エネルギーを使い尽くせ」（2010
年 1 月 25 付日本経済新聞）、「原発の代替は可能か」（2011
年 5 月 1 日付産経新聞）、「太陽光発電 補助金申請が急
増」（2011 年 5 月 17 日付日本経済新聞）より。なお、
本稿で参照した新聞報道はいずれも朝刊である。
2 「温暖化と科学技術」（2009 年 3 月 16 日付朝日新聞）、「太
陽光発電、お得度増す」（2009 年 6 月 20 日付日本経済
新聞）、「自然発電 世界レベル」（2010 年 1 月 5 日付読
売新聞）より。
3 「新エネルギー本格活用、経済活性化にも貢献」（2009
年 2 月 27 日付日本経済新聞）、「太陽光発電に参入」（2009
年 3 月 5 日付日本経済新聞）、「産油国から緑の国へ」
（2009 年 3 月 8 日付毎日新聞）、「電力政策 曲がり角」
（2009 年 4 月 4 日付朝日新聞）より。
4 福島清彦「代替電力の全量購入を」（2009 年 8 月 14 日
付日本経済新聞）。
5 東京都地球温暖化防止活動センターへの訪問調査（2010
年 12 月 8 日）および財団法人東京都環境整備公社、東
京都地球温暖化防止活動推進センター『平成 21 年度
･22 年度 住宅用太陽エネルギー利用機器導入促進事業 
手続の手引き＜太陽光発電システム編＞』より。
6 東京都中央区環境部環境保全課への訪問調査（2010 年

























9 東京都千代田区環境安全部環境 ･ 温暖化対策課への訪問
調査（2010 年 12 月 8 日）。
10 東京都港区環境リサイクル支援部環境課への訪問調査
（2010 年 12 月 8 日）。
11 「南信州おひさまファンド」は、2005 年 2 月から同年 5
月までの期間を設定し、1 口 10 万円と 50 万円の募集を
行った。その結果、476 名から満額の 2 億 150 万円の
出資を得た。投資事業は省エネルギー、太陽光発電設
備等に当てられた。また、「温暖化防止おひさまファン
ド」は 2007 年 11 月から 2008 年 12 月の期間で、1 口




（2011 年 3 月 7 日）。
13 おひさま進歩エネルギー株式会社『すべての屋根に太










年 3 月 7 日の訪問調査。飯田市水道環境部地球温暖化
対策課『環境モデル都市飯田の地球温暖化対策』）。また、
飯田市には環境省の補助事業により設置された「エコ








（飯田市商業 ･ 市街地活性課『21 世紀環境共生型モデ
ル住宅 りんご並木のエコハウス誕生』）とある。
14 横浜市地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課への
訪問調査（2011 年 3 月 25 日）および横浜市地球温暖
化対策事業部横浜グリーンパワー担当『横浜グリーン
パワー（YGP）モデル事業』。
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ととなっている。助成金額は出力 1㌗当たり 5 万円（上




This paper is to clarify the policy problems of how to come into use of Photovoltaic Power Generation （PPG（ in 
Japan.
Two research approaches are presented. One approach is related to achieve a firm grasp of policy movement for 
PPG’s dissemination. Japanese major newspapers are source of information in this approach. According to newspa-
pers, PPG’s dissemination policies are classified in three gropes of policy problems : PPG’s technical and institution-
al problems, coordination problems among central government, local governments, business enterprises and consum-
ers, and electric power policy problems among international communities.
Another approach is the case study of PPG’s dissemination policies which are carried out by local government（ 
Tokyo Metropolitan City, Chuo District （a special local public entity（, Iida City Nagano Prefecture, Yokohama City 
Kanagawa Prefecture, Obihiro City Hokkaido and Kodaira City Tokyo. Above all, Iida City’s grappling with PPG’s 
dissemination is highly important in shaping electric decentralized society in the future.
（2012 年 6 月 1 日受理）
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